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はじめに
不登校という子はいない。24 時間のなかで
不登校している時間は一部である。同じように
不登校児として生まれた子もいない。成育歴の
なかで不登校している状態は部分にすぎない。
また不登校家族というのも存在しない。学校に
行っていない子を含んだとしても家族全員が社
会不適応ではないし、大半は社会経済活動に参
加している。
しかしながら不登校が長期化すると引きこ
も り や NEET（ 不 就 労 者 Not in Education, 
Employment or Training）や SNEPT（無業者
Solitary No-Employed Persons ）という呼称に
変えられる。そうなると子も家族も地域社会生
活に支障をきたすこともでてくる。不登校の権
利は不就労の権利を保障するものではないから
だ。
言及するまでもなく、不登校は引きこもり・
ニート・無業者と同じ水脈をもつといわれてい
る。不登校の長期化・高齢化・多様化・拡散化
は周知の事実である。また 2013（平成 25）年
度不登校は再び増加を示したことも記憶に新し
い。それにしてもなぜ不登校問題の解決ははか
ばかしくないのだろう。官民あげて様々な施策
や支援を展開しているにも関わらず、である。
本稿では不登校の早期解決の可能性を提起し
たい。30 日以上の欠席で「不登校」となる。「不
登校」に付随する二次障害もうまれる。ならば
30 日以内に登校を開始すれば二次障害もうま
れない。そのためには従来の不登校をめぐるドミ
ナントな語り（優勢な語りで更に問題を形成する
語り）をオルタナティブな語り（代替案で解決を
志向した新しい語り）にしなくてはならない。　
オルタナティブな語りに変えるために今回は
その歴史的観点から不登校を眺め、現在の不登
校をめぐる状況を把握する。研究の最終目的は、
ふえ続ける不登校をとめ、子の発達に即した自
立支援プログラムを展開することである。近年
の医療における治療と並列してリハビリが計画
されるのと同義で、自立支援プログラムを開始
し 30 日以上の欠席（不登校）になることをと
めたい。
一般的に長期化する不登校については、解決
は数年以上かかるといわれる。解決に長年の歳
月が必要と専門家にいわれた子と家族（親）の
多くは再登校をあきらめる。ドミナントな語りに
汚染され不登校をめぐる負のスパイラルに陥る。
不登校は時間との勝負である。それは現場で
不登校の子らに接したことのある専門家にとっ
て常識である。時間がたてば学業が遅れ、健康
生活等の二次障害が発生しやすくなる。医学的
に問題がなく親子ともに再登校を望むのであれ
ば医療ソーシャルワーカー （MSW）が学校と
連携して早期に自立支援プログラムを開始す
る。この MSW が介入することで、不登校解決
に早期に対応できることをオルタナティブな語
りとして提案したい。
表１は不登校数の推移（2014 年度）である。
図１　不登校の発生数の推移
 　　（参考：文部科学省　学校基本調査）
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ちなみに不登校研究には 60 年以上の長い歴
史がある。登校しない子が世界的に注目された
のは高度経済成長期の前後で、高学歴志向が強
まり過当競争が沸きおこった時代的な背景が
あった。欧米で学校恐怖症が報告され疫学研究
がなされた。わが国もその後、学校恐怖症ない
し学校神経症および登校拒否として注目され疫
学調査がなされた。I
しかしながら 2016 年現在、APA（American 
Psychological Association：アメリカ心理学学
会）はじめ欧米では不登校の研究はほとんどな
されなくなっている。ましてわが国の「不登校」
は、その生活状況が長期にわたる特異な現象と
して注目され、欧米の研究対象になったほどで
ある。「Futoko」はわが国独自の現象と言える
だろう。
II 欧米では国をあげて子の学習権の保障を徹
底することが責務と掲げられている。子の状態
にあわせて様々な学習の機会が保障されてい
る。であるから登校しない子を放置すると親が
検挙されることもある。
ところで 2015（平成 27）年、わが国では児
童福祉法改正により慢性疾患児の就学、就労を
支援する小児慢性児童等自立支援事業が施行さ
れた。III 城戸（MSW）は自立支援員として静
岡県から任命された。医療現場の MSW が児童
（子）の再登校（復学）を含む就学までを支援
する法的な事業に参画することになった。その
意義は大きい。
法は「慢性疾患児の就労・修学の自立支援」
とし現在は対象を慢性疾患の子としているが、
患者会・親の会、行政、医療機関、そして教育
機関との法的根拠のもとに展開される連携のと
りくみは、不登校の就学（再登校）および就労
支援へと支援の幅を広げ、解決にむけた道筋を
創るものと期待できる。なぜなら IV 登校しな
い子の多くは最初に病院を受診するし、多くは
体調不良を訴えるからである。その子らの支援
をこの枠組みで考えた場合、医師と多機関の橋
渡しができる専門職は、MSW である。
よって、本研究は、慢性的に就学・就労の機
会を失している子とその家族への支援を改めて
見直す点において、時代の要請に叶うテーマで
あるといえよう。進行は第１章で不登校の歴史
的背景及び実態、第２章で不登校の早期解決の
必要性で施策や支援の展開、最後に考察を行う。
執筆分担は石川が総括と考察を城戸と行い、城
戸は第 1 章の歴史的経過で文献調査を行い、第
２章の早期解決の必要性で支援の実態を報告す
る。
第 1 章　不登校の歴史的経過
この章では①戦後から 1950 年半ば（戦後の
混乱期）、② 1950 年代後半から 1970 年代半ば
（学校恐怖症、登校拒否がクローズアップ）、③
1970 年代後半から 1980 年代（増え続ける学校
ぎらい、混迷の時代）、④ 1989 年から 1997 年（不
登校の登場、多様化の時代）、⑤ 1997 年代後半
から 2010 年（急増する不登校、新たな専門職
の登場、混迷は続く）、⑥ 2010 年から現代（不
登校増加へ、不登校再び注目される）、⑦現状（不
登校にかかわる多種多様な支援の展開）を述べ
るとする。
不登校の歴史的背景をとらえる研究は、文部
科学省の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の
諸問題に関する調査」で小中学校児童生徒の不
登校数が急増する 1990 年から 2000 年代までを
とらえたものが多いが、不登校数が減少に転じ
た 2001 年度以降から現在までを捉えているも
のは少ない。よって、戦後から 2000 年代まで
は、先行研究の批判的吟味、客観的根拠の裏
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付けなどを行って改めて状況の整理を試みる。
2000 年代以降は、国の施策などを参考に現在
に至るまでを捉える試みを行うことにする。
① 戦後～ 1950 年代半ば（戦後の混乱期）
1947（昭和 22）年に学校教育法が制定され、
小学校６年間、中学校３年間の計９年間が義務
教育となった。しかし、実際には、義務教育に
なったにも関わらず、学校に行っていない子ど
もたちが大勢いるのではないかということが問
題となった。そこで、３年後の 1950（昭和 25）
年に文部省と中央青少年問題協議会が長期欠席
児の全国調査（東京都と高知県を除く）を行った。
結果として、1949（昭和 24）年度において
年間 30 日以上欠席した児童生徒が、小学校で
およそ 40 万人、中学校でおよそ 34 万人、合計
で 74 万人の長期欠席の児童生徒がいるという
ことが判明した。この調査をうけて、文部省（現：
文部科学省）は翌年の 1951（昭和 26）年度か
ら毎年、長期欠席の児童生徒の全国調査を行う
こととした。V
1953 年「我が国の教育の現状（昭和 28 年）
（文部省）」VI の中で、1952（昭和 27）年 10 月
時点で、不就学児（学校登校を免除されている
子）が 5 万 5910 人、「長期欠席児」（1951（昭
和 26）年４月～ 10 月までに 50 日以上欠席し
た子）が、小学校で９万 2275 人、中学校で 15
万 6563 人、「不就学児」と「長期欠席児」をあ
わせると約 30 万人の子らが学校に行けないと
いう状況となっていることを公表した。学校登
校を免除されている不就学児については、障害
を抱えている子らに対応できる養護学校（現：
特別支援学校）が全国的に少ないことが指摘さ
れている。長期欠席の児童生徒の内訳は、家庭
の無理解 27.0％、本人の疾病 24.6％、家計の負
担 14.7％、勉強嫌い 12.2％、教育費がだせない
2.5％、その他 14％である。　
　　
家庭の無理解については、義務教育のことを
国民に広報すること、勉強ぎらいについては、
教師側で工夫ができるということが当時の文部
省の考えである。また、多くの浮浪児（戦争孤
児や棄児）は、戸籍がないので把握できていな
い。実際にはさらに多くの子らが学校に行けて
いないと思われる状況であった。
この時代はまだ不登校に関連する調査は行わ
れていない。不登校問題が発見されていなかっ
た時代といえる。文部省の資料や児童福祉関連
の施策からとらえると、戦後の混乱期の大量の
浮浪児の問題や数十万人の子らが学校に行けて
いないなかで、不登校児だけをあえてクローズ
アップすることはされていない。
② 1950 年代後半～ 1970 年代半ば
（学校恐怖症、登校拒否がクローズアップ）
朝鮮戦争特需から始まった神武景気（1954（昭
和 29）年～1957（昭和32）年）で、日本は高度経
済成長期にはいる。1956（昭和 31）年の経済白
書には「もはや「戦後」ではない。」と記された。VII
経済的な発展や浮浪児の収容対策などで、不
引用：我が国の教育と現況（昭和 28 年）文部省
図２　長欠児の内訳
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就学児童の問題が急速に改善していく。
反面、この時期から新たな長欠児の問題が注
目され始める。この子らの身体は健康であり、
親の経済的な問題もなく、また、親は子を登校
させることに理解があるにも関わらず、学校に
いきたくてもいけない子らの存在がクローズ
アップされた。新たなタイプの登校しない子ら
は精神医学や臨床心理学の対象とされた。
保坂（2002）に VIII よれば、佐藤（1959）が
わが国で初めて神経症的登校拒否の報告を行
い、鷲見ら（1960）が欧米の研究にならって「学
校恐怖症（School phobia）」の名称を用いて報
告したということである。学校恐怖症の用語に
ついては、学校や教育者から反発が強く、高木
ら（1965）は、保護者の勧めにもかかわらず、
心理的な理由で子らが学校にいくことを拒む現
象を登校拒否（school refusal）とすることを
提案した。やがて、この登校拒否の用語が全国
に浸透していく。 
1966（昭和 41）年度学校基本調査から、長
期欠席児童生徒の統計に、「学校ぎらいで年間
50 日以上欠席」の定義が加わる。IX「学校ぎらい」
については、児童精神科医たちが登校拒否の全
国調査を国にもとめたことが影響している。文
部省の「学校ぎらい」の定義は「心理的理由な
どから登校を嫌って長期欠席した子」である。
最初の調査が行われた 1965（昭和 40）年の「学
校ぎらいで年間 50 日以上欠席者数」は小学校
で 4430 人（小学校全児童数の 0.05％）、中学校
で 1 万 2286 人（中学校全生徒数の 0.22％）合
計 1 万 6716 人（全体の 0.11％）である。
この「学校ぎらいで年間 50 日以上欠席者」
は、1974（昭和 49）年度調査まで減少を続ける。
この時代はまだ社会全体からみれば、不登校は
さほど大きな社会問題としてとらえられておら
ず、診察をした精神科医や子らの相談先である
児童相談所等が先駆的に不登校をとらえ治療・
研究対象としていた時代である。
③ 1970 年代後半～ 1980 年代
（増え続ける学校ぎらい、混迷の時代）
1975（昭和 50）年から「学校ぎらいで 50 日以
上欠席者」中学校生徒数が増加し始める。X 以後、
この上昇は、1998（平成 10）年度の「学校ぎ
らいで 50 日欠席者」調査終了まで右肩上がり
で増加してゆく。
田嶌、滝川ら（2010）XI によれば、「学校ぎ
らい」の減少は、高校進学率と相関はあるが高
校進学率が９割をこえた 1975（昭和 50）年以
降は、進学に対する社会での希少性は失われた
（図３）と指摘している。「学校ぎらい」が増加
した原因を解明した研究はみあたらない。
1983（昭和 58）年に「生徒指導資料第 12 集
生徒の健全育成をめぐる諸問題―登校拒否問題
を中心に―XII」がだされた。ここでは教員に不
登校の子らに対して、登校支援（登校を促す）
図３　学校嫌いと高校進学率
（参考：文部科学省　生徒指導上の諸問題の現状と文
部科学省施策について）
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をすることを求めるようになった。また、学校
基本調査における「学校ぎらい」を理由に欠席
する子が登校拒否に相当すると説明されている。
教育行政学会『教育行政総合辞典』2001XIII
によると、1980 年代に入ると学校のあり方や
学校制度そのものが登校拒否をうみだす原因と
して批判されるようになった。さらに、登校拒
否を神経症や学校不適応とみなして、子が問題
とするあり方に批判も噴出し、渡辺位（1983）『登
校拒否　学校に行かないで生きる。』太郎次郎
社、奥地恵子（1989）『登校拒否は病気ではない』
教育史料出版会等、登校拒否を肯定的にとらえ、
学校にいかないで生きるのも権利である、とし
て捉える考えも広まった。
こうしたなか、1988（昭和 63）年９月の朝
日新聞夕刊の一面に稲村博筑波大学助教授の記
事が掲載された。XIV「30 代まで尾引く登校拒
否症」「早期完治しないと無気力に」という見
出しである。記事内容は、初期の不登校対応は、
担任だけではなく、精神科医や心理学者などの
専門家にも相談し、診断・治療をうけること。
治療をうけていない子らの多くが 20 代、30 代
に無気力症になっており、カウンセリングだけ
は完治できない状態となっている、というもの
である。これに対しては、登校拒否の親の会な
どが激しく反対する市民活動を行っている。こ
のように、不登校の減少にむけて思索する文部
省、こどもを精神疾患として治療対象と考える
精神科医、不登校を容認してあらたな居場所を
作るべきと提案する親の会など、不登校につい
て多種多様な議論が湧きおこった時代である。
1985（昭和 60）年は、学校基本調査に「いじめ」
の調査が追加された。1980 年代は不登校の背
景にいじめ、校内暴力、自殺、体罰など教育現
場の様々な問題がクローズアップされてきた時
期である。不登校の原因や背景は一概にいえな
くなってきていた。
④ 1989 年～ 1997 年代
（不登校の登場、多様化の時代）
1989（平成元）年に国として初めて「不登校」
の用語が登場した。法務省人権擁護局「不登校
児の実態について―不登校児人権実態調査」結
果報告―」xv である。法務省が「不登校」を
とりあつかった理由として、法務省内の人権擁
護機関が「いじめ」を調査対象としていること
があり、その「いじめ」事象のうち、10％近く
が不登校状態に陥っているという報告があった
からと説明している。この中で、「不登校児」
の定義は、「何らかの心理的、環境的要因によっ
て、普通学級に登校しないか、登校したくとも
できない状態にある児童」とした。また、「こ
のような状態は一般的には「登校拒否」と呼ば
れているが、学校にいくことを「拒否」してい
るわけではなく、「行きたいのにいけない」あ
るいは、「行かなければならないと思っている
のにいけない」という子もいることから本調査
では、「不登校児」と呼ぶことにした。」として
いる。
1991（平成３）年の学校基本調査から、「学
校ぎらい」で年間 50 日以上欠席を 20 日短縮し
て「学校ぎらい」で 30 日以上の欠席とした。
これは、不登校の早期対応の必要性を国が認め
たことが影響しているとされる。　　　
1992（平成４）年に、文部省は学校不適応対
策調査研究協力者会議報告「登校拒否（不登校）
問題について―児童生徒の「心の居場所づくり
を目指して」XVI の中で、「登校拒否は誰にでも
起こりうるものである」という視点でとらえて
いく必要があるとした。そして、民間機関の利
用も認めるとし、フリースクールなどが学校長
の判断で出席扱いにできるようになった。
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このように、90 年代の国のとりくみは、研
究者らの不登校の早期対応の提言を評価する一
方、登校拒否を肯定的にとらえる親の会等にも
配慮したかたちとなっている。この時代から、
子らは「登校支援（登校を促す働きかけ）」と「登
校拒否状態の肯定（不登校の肯定、不登校の権
利の主張）」等の相反した支援に直面すること
になる。
⑤ 1997 年～ 2010 年
（急増する不登校、新たな専門職の登場、混
迷は続く）
1997（平成 10）年度の学校基本調査から、
年間 30 日以上の長期欠席児童について、学校
ぎらい」から「不登校」に変更となった。1998（平
成 11）年度学校基本調査で「学校ぎらいで 50
日以上欠席」についての調査が終了する。これ
により、1965（昭和 40）年から続いた 50 日以
上欠席の全国調査の推移が捉えられなくなっ
た。図４は全小中学校児童生徒における学校ぎ
らいで長期欠席したものの割合である。現在
の不登校の経年的な推移は学校基本調査では、
1991（平成 3）年度であるが、正確には 1997
年度からである。
　　　　
　
2001（平成 13）年に「不登校に関する実態
調査」（平成 5（1993）年度不登校生徒追跡調
査報告書 xvii）が公表された。このなかに、
1993 年（平成 5）時、中学 3 年生で不登校であっ
た生徒が 20 歳時点でどのような状況になって
いるかを調査したものがある。結果として、「進
学も就労もしていないが 22.8％」である。
同年（平成 13）年、不登校の子らの問題行
動については、学校内でのカウンセリング機能
の充実が重要であり、臨床心理の専門家である
スクールカウンセラーの配置拡充の提言がなさ
れて、スクールカウンセラー（SC）配置が急
増する。XVIII
2002 年（平成 14）年度学校基本調査で、不
登校数が 1991（平成３）年度の調査以来、初
めて減少した。これは、何らかの不登校支援が
功を奏したというよりは、保健室登校、適応指
導教室、フリースクールなど、実際には教室に
登校していないのに、不登校にカウントされな
い子らがいることや、完全週５日制が全国に導
入され単純に出席日数が減少したことで、不登
校の境界にいた子らが登校日数の減少により登
校渋り（年間 30 日以下の欠席）に移行した可
能性が高いと指摘されている。XIX
図 5 スクールカウンセラーの派遣校数の変化
（参考：文部科学省　SC 等配置箇所数の推移）
図 4　学校嫌いで 50 日欠席の推移
（参考：文部科学省　1998 年）
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2001（平成 13）年度学校基本調査で不登校
数が過去最高を記録したことをうけて、2002
（平成 14）年度に「不登校問題に関する調査研
究協力者会議」が設置された。この会議が 2003
（平成 15）年度に「不登校への対応について XX」
を報告した。この報告の中で、1992（平成４）
年学校不適応対策調査研究協力者会議報告に
あった「こころの居場所」から「社会的自立（登
校を促す）」に転換し、学校は進路形成に資す
る教育支援と情報提供を積極的に行うとした。
　2005（平成 17）年度には、不登校の子が自
宅においてＩＴ等を活用した学習活動を行った
場合、学校長の判断で出席扱いとなった。パソ
コンのメールを打てば登校扱いにする、という
ことである。
2008（平成 20）年、児童の環境問題に着目
して、必要に応じて学校内外の機関と連携する
福祉の専門職として、スクールソーシャルワー
カー活用事業（SSW）XXI が始まる。
これ以降、５年くらいはあまり目立った動向
はない。理由としては、不登校数が 2001 年度
以降、増加傾向がみられなくなったこと等が考
えられる。しかし、少子化で年々数万人の児童・
生徒が減少しているわが国において、不登校を
「数」で捉えるのは適切ではなかったといえる。
全校児童生徒でみる不登校の割合（以下、不
登校率）で捉えると、2001 年以降も不登校は
減少しておらず、高止まりで推移していること
が分かる。（図６）また、実際には教室に登校
していないにも関わらず、不登校にカウントさ
れていない子ら（保健室登校、フリースクール、
適応指導教室、パソコン登校）の存在もあるこ
とから、不登校数が減少しているとはいえない。
　　　　　　
⑥ 2010 年～現代
（不登校数増加へ、不登校再び注目される）
2013（平成 25）年度学校基本調査で、2012
年の不登校数・率ともに増加となった。新聞等
メディアでも「不登校増加」と掲載し、再び不
登校に世間の注目が集まるようになる。2014
（平成 26）年に２回目の「不登校に関する実態
調査 XXII」の報告がなされた。この中で、2006（平
成 18）年度中学３年生であったものが、20 歳
現在、「就学も就労もしていない」は不登校経
験者の 22.8％であった。ここから「不登校の約
2 割がひきこもりに移行する」ということの根
拠として浸透していく。さらに NEET の問題
や SNEPT の増加が不況による不就労と相成っ
て社会問題化しはじめた。
ふたたび増加した不登校数を背景に、2015
（平成 27）年に、「不登校に関する調査研究協力
者会議」が始まっている。同年９月の中間報告
の中で、不登校の子らについて全数支援が掲げ
ている。また、ICT（情報通信技術）やフリー
スクールの活用についてもふれている。この会
議と同時期に「フリースクール等に関する検討
会議」も開催されているので、今後、2017 年
度以降にこれらの会議の検討結果をすり合わせ
図 6　不登校率の推移
（参考：文部科学省　SC（参考：文部科学省　学校基
本調査）　
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て、新たな不登校支援の施策が展開されていく
と考えられる。
⑦現状（不登校にかかわる多種多様な支援展開）
まず、学校における支援としては、担任等に
よる登校支援、教育委員会からの派遣による
SC や SSW の活用がある。学校外の支援として
は、教育委員会の教育支援センター（適応指導
教室）がある。また、小児科、精神科を含む医
療機関、児童相談所なども不登校児の支援機関
である。
また、保健室登校、フリースクール、在宅に
おける ICT、NPO などによる居場所の提供な
ど、教室登校以外の選択肢についても多種多様
な形態が展開されている。
⑧第 1 章のまとめ
わが国では、前述したように不登校問題につ
いて 60 年以上の議論がなされている。しかし、
学校基本調査で明らかなとおり、回復の兆しは
まったく見えていない。歴史的背景からその理
由を考察すると、２つのことが示唆される。
１つは、不登校の原因をめぐる混迷である。
現在では、不登校の問題については多種多様な
原因があることが認知されている。それ以前は、
経済的な問題・就学に対する親の無理解・過干
渉や過期待など受験へのプレッシャーなど家族
に原因を求める考え方、勉強ぎらい・社会性不
足・精神疾患・発達障害等と子らに原因がある
という考え方、いじめ・校内暴力・体罰教師・
成績本意の教授法など学校に原因があるなど、
これらが対立する形で 1990 年後半まで展開さ
れた。それは文部科学省が 1997 年に学校基本
調査を「不登校」という用語にするまで続き、
近年の「不登校に多様な支援が必要である」と
いう認識に収斂されていく。
このように原因論の変容は不登校をめぐる大
人たちの様々な語りとなり、不登校状態の子ら
と予備群にいた子らの心に複雑な影響を与えて
いった可能性がある。
なぜなら、子らは「無理して学校に行かなく
てよい」「不登校の権利がある」と教育関係者
から諭され、その一方で「怠けているのではな
いか」と同級生からいわれ、親からは「登校す
るかどうか自分で決めなさい」いわれ立ち止ま
るしかなかったと推察される。それに加え、専
門家からは不登校が治るのには数年かかると説
明をうければ、子だけでなく親も学校も、もは
や策はないものと途方にくれ、打ちのめされる
のは想像に難くない。
もう１つの回復が困難な理由は、不登校問題
の議論が「不登校になった後」で行われている
ことである。これは 2000 年代の文科省が行っ
た２度の全国調査で不登校支援を行う重要性の
根拠になっている。2015 年から始めている「不
登校に関する調査研究協力者会議」では「早期
介入」について、「重要なこと」と議論されて
いるが、中間発表の段階では、30 日以上の不
登校児への対応になっている。つまり不登校数
は改善したいが、30 日以上の欠席とならない
状況下で、介入はできないとした国の判断が提
示されたのである。XXIII
このようにドミナントな語りは、不登校の原
因も対策も分からないので、取り敢えず、不登
校の子の居場所を作って受けとめましょう、と
いうことになった。しかしそれは、将来にわた
り子と親を苦しめることになる。なぜなら義務
教育が終われば公的な居場所はないに等しい
し、不登校の権利は永遠に続くものではないと
いう現実に、子と親は直面させられることにな
るからである。
第２章では、早期介入が難しい理由（ドミナ
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ントな語り）に対して、MSW が早期介入で解
決を志向する新たな方法論（オルタナティブな
語り）を展開することの根拠をのべることとす
る。
第 2 章　早期解決の必要性と可能性
ここでは不登校の早期解決の必要性としてわ
が国の支援の実態（ドミナントな語り）を解き
あかし、最後の考察（オルタナティブな語り）
へつなげたい。進行は①学校の早期支援の難し
さ、②不登校に最初に気づくのは親、③学校と
親だけでは解決できない仕組み、④早期介入の
方法論で、最後に考察を行う。
①学校の早期支援の難しさ
週５日登校の学校で、30 日以上欠席するた
めには１ヵ月半以上、つまり 40 日～ 50 日以上
が経過した時点となる。さらに、遅刻や早退は
不登校の日数にカウントされないので、子に
よっては不登校と認定されるまで、さらに長期
間の日数を要することになる。また、保健室登
校も文部省の指導要領に従えば、登校扱いと
なっている。
つまり援助者が文部科学省の不登校支援策に
対応した行動をとると、子らは数カ月以上も登
校しない段階になって初めて支援の対象になる
という事態になりかねない。不登校の回復は通
常数年かかるといわれる所以は、不登校と認定
され支援されるまでに長時間を要し、初期対応
がなされないということも一因と考えられる。
1988 年の朝日新聞の稲村博士の記事は、フ
リースクールの主催者や親の会などから強い批
判をうけた。親たちが批判した理由は、不登校
が長期化して学校に戻れなくなってしまった子
らに対して、新たな居場所を作りあげた矢先に、
その居場所にいる子らの将来を不安にさせる記
事内容だったからである。
しかしながら稲村博士の研究「早期介入をし
ないと登校拒否は長期化する」は、2000 年代
に文部科学省が行った不登校児の追跡調査で、
その指摘は間違えていなかったことが証明され
た。不登校の長期化は心身への二次障害、引き
こもりの増加に影響を与えていることが査証さ
れたといえよう。
不登校を放置したら引きこもりになる可能性
があり、引きこもりになれば更に解決が困難と
なり、ひきこもりの高齢化の問題が顕在化しつ
つあった。先述した NEET（不就労者）の増
加や SNEPT（無業者）の増加は、高齢化と労
働人口の減少と相まってわが国の社会不安の一
部を形成した。
平成４年（1992 年）の文部省の「不登校は
どのこどもにも起こりうる」宣言から 20 年経
過した現代において、社会は様変わりして不登
校の子らを優しく見守る社会的余裕をなくして
いるようにみえる。
このような状況であるが、文部科学省は同時
にフリースクール等についても新たな支援の枠
組みに組みこもうとしている。こうした行政の
対応に困惑しているのは子らと親である。不登
校の支援（登校）を学校では進めるが、フリー
スクールでもいい、パソコンへの書きこみでも
出席とする等の話は、何が是なのか子らと親の
判断を迷わせる。そして、その結果責任は子と
親が将来にわたって引き受けることになる。不
登校の権利は認められても、不就労の権利は認
められていないからである。
不登校の子らの多くは早く教室に戻りたいと
思っている。子だけでなく親も担任も地域社会
も行政も、早く教室に戻って教育をうけるのが
良いと思っている。つまり早期介入の必要性は
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誰もが認めることであるが、現実問題、教育現
場ではそれができない。教育現場にあるジレン
マは 30 日以上の欠席でなければ介入できない
とした行政側の基準にある。
②不登校児に最初に気づくのは親
ちなみに、小中学校の児童生徒の不登校の兆
候に最初に気づくことができるのは多くの場合
は親である。シューレ東京の理事長である奥地
圭子や「ひきこもりなんて、したくなかった」
の著書　林尚子などの著書によると学校からの
アプローチよりも先に親が病院へ受診させてい
る。両者は入院治療等もうけた結果、上手くい
かなかった、としている。
前述したが、学校生活は通常、週５日登校、
日中の時間のみである。それに対して、親は昼
夜問わず 24 時間 365 日の関わりである。当然、
最も早く気づくことができるのは親である。ま
た子の多くは親が解決して欲しいと願ってい
る。子は親が社会とどうかかわっているか不登
校を通してみせて欲しいと願っている。XXIV
当然、担任も１週間以上子どもが休み続けれ
ば、子どもの兆候に気づくことができると考え
るが、親が子の体調不良等を理由に欠席すると
連絡をすれば、「病欠」として手続することに
なってしまう。
教育現場が不介入と考える領域がこの「病
気」である。第１章の我が国の教育の現状（昭
和 28 年）図１で示したが、当時の長期欠席者
の原因で２番目の多いのは、「本人の疾病」で
あった。しかし、報告書のなかで、文部省は「病
気で休むのは仕方ない」という見解を示してい
る。
また、学校基本調査の長期欠席の調査につい
ては、現在に至るまで「不登校」「病欠」「経済
的理由」「その他」として、「不登校」と「病欠」
が分けられており、「病欠」については、「不登
校」問題として議論の俎上に上がりづらい。よっ
て、休み始めの子らについては、医学の専門家
である医師の「登校可能」の診断等がなければ、
学校からアプローチすることはしにくいのであ
る。
SC や SSW においても教育委員会に所属す
る以上、病院への直接的なアプローチは難しい。
まず受診している情報を親から得て、さらに親
の事前同意が必要となる。また、同意を得たと
しても、主治医へ直接問い合わせることは個人
情報の扱いの観点からも困難を伴う。これらか
ら休み始めの子らへのアプローチは難しい。
そうした状況下で、誰が早期介入・早期解決
のカギを握っているか、ということである。親
が子の不登校の解決のため立ち上がることは理
にかなっている。だが親だけでは立ち上がれな
い仕組みがある。ではその仕組みを考えてみよ
う。
③学校と親だけで解決できない仕組みの存在
ここで話題を変える。周知の事実としてわが
国の医療機関が用いる診断は国際疾病分類第
10 版（ICD-10）に基づいている。この ICD-10
には「不登校」という疾病分類は存在しない。
つまり「不登校」を主訴に医療機関を訪れても、
そこでは診療実績としては「別の何か」となる。
子の訴える頭痛は脳器質性障害、気分の落ちこ
みは気分障害、不安は神経性障害、ないしはス
トレス関連障害および身体表現性障害、あるい
は情緒障害などである。XXV
文部科学省（2015 年度）の「児童生徒の問
題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（以
下、調査）」の「指導の結果登校するまたはで
きるようになった児童生徒」で「特に効果のあっ
た学校の措置」の中で「病院等の医療機関と連
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携して指導に当たった」を時系列で分析すると、
2100 から 2600 校前後（不登校児童生徒在籍学
校数の一割）の小中学校が病院との連携で効果
があったと報告している。XXVI　しかし、具体
的にどのような連携をして不登校を解決したか
は示されていない。
少し古い情報であるが国立国府台病院児童精神
科の斉藤他（1993）は、心身症的身体症状を主訴
に受診した初診患児 150 名の分析を行った。主
訴・主症状として「不登校」は 86 名（57%）と
最も多かった、としている。また主訴とは別に
「不登校の有無」について調べてみると 150 名
中の 108 名（72%）が不登校であり、他の症状
に比べると圧倒的多数であるとしている。XXVII
子らについては、医療費負担の軽減制度が全
国的に充実してきており、小児科等へ気軽に受
診する「コンビニ診療」が話題となっている昨
今、わが国の小児科は受診しやすい環境になっ
ている。
休み始めた段階（以下、登校渋り）で病院を
受診する子とその親は、症状を訴える一方で、
医師に対して学校を休んでいることを伝えるこ
とができる。小児科医はこの場合、事前に問診
票を記入し、診察、検査等で内科的な疾患等で
なければ、児童思春期の対応や児童精神科の専
門機関等への紹介を考えることになる。　　
この時点で登校渋りの状況を家族だけではな
く、医師も認識することができるが、しかし、
医師がすぐに学校に連絡をすることはない。理
由としては、医師には学校と連携する業務がな
いことや、診断の根拠として検査等があるが、
すぐには診断結果がでない等の問題がある。
そして、ここで一番大切な初期対応の時間が
消費されることになる。医療にかかっているの
なら医師の判断を待つべきとした一般論に取り
こまれていく。学校と親だけでは解決できない
仕組みは、まさにここにあるといえる。
④ 2 章の考察
それにしても、医師が子と親の問診から何ら
かの薬を処方して不登校を解決した例は耳にし
たことがない。薬を飲んで不登校が治ったとい
う報告は皆無に等しい。不登校は病名でなく、
また直接作用して効果を発揮する薬の開発がな
されているわけではないので、それは当然であ
るといえる。
不登校対応のジレンマの一つは医師の診断抜
きに親も教師も対応策を展開できない点にあ
る。多様な機関の多様な人材が早期に不登校へ
の介入の必要性を重々承知していたとしても、
医療を超えて行動できない。　　　　　
したがって、初診時に MSW が介入して、登
校渋りの段階で親の了解のもと、医師と学校と
連携する仕組みを作ることを提案したい。不登
校を発見するのは多くの場合親である。次に不
登校の子らと接する可能性が高いのは医師であ
る。親と医師の了承のもと、学校と連携し、再
登校に向けたプログラムを MSW が開始するこ
とは可能である。それはオルタナティブストー
リーとなる可能性がある。　
　
第 3 章　全体の考察及び課題
①本論のまとめ
本論をふりかえる。第 1 章では不登校 60 年
あまりの中で共通に観察される水脈は、不登校
の原因論をめぐる混迷と支援のずれである。混
迷と支援のずれは不登校の理由の多様性に端を
発していると考えられるが、30 日以上の欠席
がないと介入できないとした行政の基準に最初
のジレンマがある。30 日以上の欠席（不登校）
となる間に、子と親の心と生活に変化が生じる。
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それが不登校の多様性を発生させている側面が
ある。時間が不登校の多様性と解決の混迷を発
生させるという第１のジレンマとなる。
第２章では、不登校の初期の子の多くは訪れた
病院で何らかの症状を訴える。親の多くはその
症状が原因で不登校状態なのだと理解する。症
状を聞いた医師は何らかの薬を処方する。そし
て医師は言う。「しばらく様子をみましょう」と。
この瞬間に、第２のジレンマが生じる。一番重要
な解決の資源である時間がここでも失われる。
第３のジレンマは一般的に流布されている
「不登校解決には数年かかる」である。公共放
送でそれを聞き親が苦悩を語った例は枚挙のい
とまがない。公共放送だけでなく教育関係相談
機関の相談員から伝え聞いたという親も少なく
ない。
不登校をめぐる負のスパイラルは 3 つのジレ
ンマにより強化されて「ドミナントな語り」を
形成強化している可能性がある。それは「居場
所をつくる」「様子をみる」「そっとしておく」
とした大人たちの共通した語りとして子らと親
に降り注がれ、出口の見えない無力感を発生さ
せている側面がある。そうした不登校をめぐる
ドミナントな語りを打破するには全く新しい切
り口（オルタナティブな語り・代替案）が必要
となってくる。　　
本研究の提案は MSW が連携の核となり再登
校支援を行う仕組みを作るという点である。登
校することに困難を感じる子らは一様ではな
い。個別的で複合的な生活困難を抱えている場
合も少なくない。それゆえ社会福祉の専門職と
して医療・福祉・心理に通じている MSW が連
携の中核を担う意義は大きいに違いない。
② MSW による介入の現状
2002 年の厚生労働省保健局通知「医療ソー
シャルワーカー業務指針」のなかで、病院を受
診するこどもの復学、就学支援のために学校等
と連携することは MSW の業務の一つとされて
いる。XXVIII また、MSW の全国組織である日本
医療社会福祉協会が推奨する MSW 業務日報の
中にも「復学・復職」を記載する欄がある。XXIX
つまり、登校支援は MSW の業務として考えら
れている。しかし、MSW が不登校支援にとり
くんだ研究も実践も少ない。CINII、Pub-Med、
google scholar などの論文検索サイトで医療
ソーシャルワーカーが不登校問題にとりくんだ
先行研究を検索してもほとんどでてこない。数
少ない先行研究の中で、MSW として不登校児を
支援したといえるのは、池田（1992）XXX、平岡
（1998）XXXI の２例のみであるが、いずれも数例
の症例報告である。このように、全国の MSW
がどのように不登校に対峙しているかは明らか
にされていない。しかし、城戸が勤務する医療
機関では不登校を主訴にする子や親が不登校の
相談を主治医する場面に日々遭遇し、適宜、学
校等と MSW が連携して支援をしている。
「MSW が医療機関側から就学・復学支援を
していることへの認知が世間になされていな
い」ことが露呈したのが、前述した小児慢性特
定疾病自立支援員の法制化である。XXXII この制
度は、児童福祉法が根拠となっている。この法
的根拠をもって慢性疾患児等の就学・復学支援
のために、医療機関と教育機関が連携すること
になっている。今までの子の領域における医療
機関と教育機関の連携は、法的根拠や政策的な
支援はなかったので、2015（平成 27）年の児
童福祉法は画期的であるといえる。しかし、こ
の自立支援員は必ずしも MSW が担うことには
なっていない。また、連携体制として、医療機
関側として MSW が必須であることも触れられ
ていない。つまり、MSW が従来、慢性疾患の
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子らを支援してきた事実は、社会的に認知され
ていないのである。
しかしながら、城戸が静岡県の自立支援員と
して、慢性疾患児の支援をするとき、まず子ら
の病状の把握をする。そのための病院の窓口は
常に MSW である。このような例は特殊ではな
く、城戸の周辺の MSW から実践報告を聞くこ
とがある。ただ正確に全国の MSW が不登校と
どのように対峙しているかの実態は今のところ
把握していない。こうした実態調査は重要であ
る。その点は今後、城戸の研究で明らかにして
いく。
③今後の展望
MSW が医療機関の窓口となれば、不登校の
親や SC・SSW・養護教諭等との連携が円滑に
進むことは言うまでもない。医師と密な連携・
報告から危機にも反応できる可能性がある。つ
まり、不登校（年間 30 日以上欠席）になる前
の段階で支援を開始することができることが示
唆される。それにより二次障害も防げる可能性
が高まる。本研究の意義は、社会福祉の専門職
として MSW が、登校することに困難を感じて
いる子の生活（心身・家庭・学校・地域）に介
入することで不登校解決に資するというオルタ
ナティブな語りの提案である。　
まとめると① MSW が子と親と医師と学校を
結ぶ核となること、②初診時から登校支援（自
立支援）を開始し不登校（年間 30 日以上欠席）
を回避することにある。
方法は① MSW が初診時の問診で不登校の状
態を知りえたときアセスメントシートを用いて
子と親、学校等の関係性と資源の状態を把握し
て医師に進言し、②医師を含むカンファレンス
から今後の自立支援の方針をフローチャートで
決め、③親や学校との調整をへて自立支援プロ
グラムにそって支援を展開することである。
なおアセスメントシート・フローチャート・
自立支援のプログラム開発を、今後城戸を中心
に開発していきたいと考えている。
早期支援と解決は子と親の希望であり、学校
の希望であり、社会のニーズでもある。それが
増加する引きこもり、NEET、SNEPT にストッ
プをかけることになる。ならば本研究の意義は
大きいに違いない。　　
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